介護予防支援事業者自主点検表
	記入年月日
	　　　　年　　月　　日
	

	法　人　名
	

	代表者（理事長）名
	

	介護保険事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	記入担当者職・氏名
	(職)　　　(氏名)
	連絡先電話番号
	－　　　－


【自主点検表記載にあたっての留意事項】
チェック項目の内容を満たしているものについては「適」、そうでないものは「不適」に、該当しないものは「該当なし」にチェックをしてください。
Ⅰ（人員に関する基準）
	項　　目
	内　　　容
	適
	不適
	該当なし

	従業者の員数
【基準第２条】
	利用者数
	常勤（換算数）
	非常勤（換算数）
	□
	□
	□

	
	(　　　月時点)
　　　　　　名
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	【地域包括支援センターに限る】
以下のいずれかの要件を満たす担当職員が１名以上の必要数が配置されているか。
①保健師
②介護支援専門員
③社会福祉士
④経験ある看護師
⑤高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事
なお、担当職員の地域包括支援センター職員等との兼務は、利用者の支援に支障が生じない範囲とし、業務上の必要性から事業所に不在でも、利用者等に対し適切に支援が行える体制を整備すること。
	□
	□
	□

	
	【指定居宅介護支援事業所に限る】
介護支援専門員が、１名以上の必要数が配置されているか。
なお、介護支援専門員の居宅介護支援事業所等との兼務は、利用者の支援に支障が生じない範囲とし、業務上の必要性から事業所に不在でも、利用者等に対し適切に支援が行える体制を整備すること。
	□
	□
	□

	管理者
【基準第３条】
	常勤の管理者が配置されているか。
なお、業務上の必要性から事業所に不在でも、その他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制となっていること。
	□
	□
	□

	
	【地域包括支援センターに限る】
　管理者は、当該事業所の介護予防支援業務または、当該介護予防支援事業者である地域包括支援センター業務との兼務であるか。
	□
	□
	□

	
	【指定居宅介護支援事業者に限る】
管理者は、専ら当該事業所の管理業務に従事しているか。ただし、次に掲げる場合はこの限りではない。
①当該指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職務に従事する
②他の事業所の職務に従事する（管理者職務に支障がない場合に限る）。
	□
	□
	□


Ⅱ（運営に関する基準）
	項　　目
	内　　　容
	適
	不適
	該当なし

	内容及び手続の説明及び同意
【基準第４条】
運営規程
【基準第17条】
	指定介護予防支援の提供開始に際し、あらかじめ、利用申込者またはその家族に対し、サービスの選択に資する重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して説明を行い、サービスの内容及び利用料金等について同意を得ているか。
	□
	□
	□

	
	重要事項説明書及び利用契約書には利用者の署名を受けているか。
	□
	□
	□

	
	記載内容は適切であるか。
また、運営規程と重要事項説明書の間で、記載内容に齟齬はないか。
	□
	□
	□

	
	運営規程・重要事項説明書の記載内容
	運営規程
	重要事項
説明書
	
	
	

	
	事業の目的及び運営の方針
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	職員の職種、員数及び職務内容
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	営業日及び営業時間
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他費用の額
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	通常の事業の実施地域
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	虐待の防止のための措置に関する事項
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	その他運営に関する重要事項
	適・不適
	適・不適
	
	
	

	
	担当職員の勤務体制
	
	適・不適
	
	
	

	
	秘密の保持と個人情報の保護
	
	適・不適
	
	
	

	
	事故発生時の対応（損害賠償の方法を含む）
	
	適・不適
	
	
	

	
	苦情処理の体制、連絡窓口（事業者、四條畷市、大阪府国保連など）
	
	適・不適
	
	
	

	受給資格等の確認
【基準第７条】
	　指定介護予防支援の提供を求められた場合には、被保険者証で、被保険者資格、要支援認定等の有無および要支援認定等の有効期間を確認しているか。
（具体的な確認方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	□
	□
	□

	指定介護予防支援の業務の委託
【基準第12条】
	【地域包括支援センターに限る】
委託に当たっては、中立性及び公平性の確保を図るため、地域包括支援センター運営協議会の議を経ているか。
	□
	□
	□

	
	【地域包括支援センターに限る】
適切かつ効率的に介護予防支援業務が実施できるよう、委託に当たっては、業務の範囲や業務量について適切に配慮しているか。
	□
	□
	□

	
	【地域包括支援センターに限る】
委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に関する知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者であるか。
	□
	□
	□

	
	【地域包括支援センターに限る】
委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援を実施する介護支援専門員が、基準第1条の２（基本方針）、第3章（運営に関する基準）及び第4章（介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準）の規程を遵守するよう援助、指導を行っているか。
※　委託を受けた指定居宅介護支援事業所が原案を作成した際に、当該原案が適切に作成されているか、内容が妥当か等について確認を行っているか。
※　委託を受けた指定居宅介護支援事業所が評価を行った際は当該評価の内容について確認を行い、今後の方針等について必要な援助・指導を行っているか。
	□
	□
	□

	勤務体制の確保
【基準第18条】
	利用者に対する適切な指定介護予防支援の提供を確保するため、月ごとの勤務表を作成し、担当職員については、日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係を明確にしているか。
	□
	□
	□

	
	当該指定介護予防支援事業所の担当職員によって、指定介護予防支援の業務（サービス）を提供しているか（補助業務を除く）。
	□
	□
	□

	
	担当職員の資質向上のため、研修の機会を確保しているか。
	□
	□
	□

	
	職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し従業員に周知・啓発しているか。
	□
	□
	□

	
	ハラスメントに関する相談(苦情を含む)に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備をし、相談に対応するための担当者や窓口をあらかじめ定め、労働者へ周知しているか。
	□
	□
	□

	業務継続計画の策定等
【基準第18条の２】
	感染症及び非常災害に係る業務継続計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じているか。
	□
	□
	□

	
	従業者に対し、当該計画について周知し、研修・訓練を定期的に実施しているか。
	□
	□
	□

	
	定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っているか。
	□
	□
	□

	感染症の予防及びまん延防止のための措置
【基準第20条の２】
	感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね六月に１回以上開催するとともに、その結果を従業者へ周知しているか。
	□
	□
	□

	
	感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しているか。
	□
	□
	□

	
	従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施しているか。
	□
	□
	□

	掲示
【基準第21条】
	指定介護予防支援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しているか。
※　利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該指定介護予防支援事業所内に重要事項を記載した書面を備え付けることにより掲示に代えることができる。
	□
	□
	□

	
	重要事項をウェブサイトに掲載しているか。
※　令和７年３月31日までは経過措置
	□
	□
	□

	秘密保持
【基準第22条】
	退職者を含む従業者が、正当な理由がなく、その業務上知りえた利用者またはその家族等の秘密を漏らすことのない旨を、雇用時に取り決めておくなどの秘密保持に係る措置を講じているか。
	□
	□
	□

	
	サービス担当者会議等において、利用者またはその家族の個人情報を用いる場合は、それぞれにあらかじめ文書で同意を得ているか。
（同意書様式：有・無、利用者同意欄：有・無、利用者家族同意欄：有・無）
	□
	□
	□

	広告
【基準第23条】
	広告内容（パンフレット/チラシ/Ｗｅｂ広告など）が虚偽又は誇大なものになっていないか。
	□
	□
	□

	苦情処理
【基準第25条】
	利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応しているか。
・苦情受付窓口があるか
・苦情処理の体制及び手順等（苦情対応マニュアル）を定めているか。
	□
	□
	□

	
	苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行っているか。
	□
	□
	□

	事故発生時の対応
【基準第26条】
	介護予防支援の提供に際して事故が発生した場合、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じているか。
・事故発生時の対応手順等（事故対応マニュアル）を定めているか。
・事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しているか。
・市町村に事故報告書を提出しているか。
	□
	□
	□

	
	事故が発生した際にはその原因を解明し、再発防止の対策を講じているか。
	□
	□
	□

	
	賠償すべき事故が発生した場合に備えて、損害賠償保険に加入しているか。
	□
	□
	□

	虐待の防止
【基準第26条の２】
	虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者へ周知しているか。
	□
	□
	□

	
	虐待防止のための指針を整備しているか。
	□
	□
	□

	
	従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に行っているか。
	□
	□
	□

	
	虐待防止措置を適切に講じるための担当者を配置しているか。
	□
	□
	□

	指定介護予防支援の基本取扱方針
【基準第29条】
	利用者の介護予防に資するよう支援を行うとともに、医療サービスとの連携に十分配慮しているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防の効果を最大限に発揮し、利用者が生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選択できるよう、目標指向型の介護予防サービス計画を策定しているか。
	□
	□
	□

	
	事業所において提供する介護予防支援の質の評価を行い、常にその改善を図っているか。
	□
	□
	□

	指定介護予防支援の具体的取扱方針
【基準第30条】
	当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他の利用者の行動を制限する行為を行っていないか。
※　緊急やむを得ず身体拘束を行う場合、３つの要件（切迫性、非代替性、一時性）をすべて満たしているか。
	□
	□
	□

	
	やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しているか。
	□
	□
	□

	
	利用者の日常生活全般を支援するという観点から、予防給付対象となるサービス以外にも利用者本人の取組、家族が行う支援、保健医療サービス、福祉サービス又は地域住民による自発的な活動等を含めて、介護予防サービスに位置づけることにより、総合的かつ目標指向的な計画となるように努めているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画の作成の開始に当たって、利用者による適切なサービスの選択に資するよう、利用者が居住する地域の介護予防サービス事業者等によるサービス及び住民による自発的な活動に関する情報を適正に利用者又はその家族へ提供しているか。
	□
	□
	□

	
	特定の指定介護予防サービス事業者等に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみによるサービス計画原案を提示したりしていないか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画の作成に先立ち利用者の課題分析を行うにあたり、利用者の有する生活機能や健康状態、置かれている環境等を把握した上で、次に掲げる領域ごとに利用者は現に抱えている問題点を明らかにするとともに、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援すべき総合的課題を把握しているか。
・運動及び移動
・家庭生活を含む日常生活
・社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション
・健康管理
	□
	□
	□

	
	担当職員は、課題の把握にあたって、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行っているか。
また、この場合において、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得ているか。
※　利用者の居宅の訪問にあたっては、利用者が入院中であることなど物理的な理由がある場合を除く。
	□
	□
	□

	
	担当職員は、介護予防サービス計画原案を作成したときは、サービス担当者会議の開催等により、介護予防サービス計画原案の内容について、介護予防サービス等の担当者から、専門的な見地からの意見を求めているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画の原案に位置づけた介護予防サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、当該原案の内容（サービス種別やサービス内容等）を利用者またはその家族に説明し、文書により利用者の同意を得ているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画を作成した際には、遅滞なく当該介護予防サービス計画を利用者及び担当者に交付しているか。
	□
	□
	□

	
	各サービス担当者に対して、個別サービス計画の提出を求め、介護予防サービス計画との連動性及び整合性について、確認を行っているか。
	□
	□
	□

	
	各サービスの担当者から、サービスの実施状況や、サービス利用時の利用者の状況、サービス実施の効果に関する報告を、少なくとも月１回、指定介護予防サービス事業者等への訪問・電話・ＦＡＸ等の方法によりサービス実施の効果について聴取しているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画の作成後、介護予防サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、設定された目標との関係を踏まえつつ利用者の有する生活機能の状況や課題の変化が認められる等必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指定介護予防サービス事業者等との連絡、調整その他の便宜の提供を行っているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画で定めた期間の終了時には、介護予防サービス計画の実施状況を踏まえ、目標の達成状況を評価し、今後の支援方針を決定しているか。
　また、評価の実施に際しては、利用者宅を訪問しているか。
	□
	□
	□

	
	モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、指定介護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行っているか。
イ　少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月に１回、利用者に面接すること。
ロ　イの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下「期間」という。）について、少なくとも連続する２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができる。
（１）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ること。
（２）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他関係者の合意を得ていること。
(ⅰ)利用者の心身の状況が安定していること。
(ⅱ)利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。
(ⅲ)担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない情報について、担当者から提供を受けていること。
ハ　サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。
ニ　利用者の居宅を訪問しない月（ロただし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）においては、可能な限り、サービス事業所を訪問する等の方法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施すること。
ホ　少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録すること。
※　「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接することができない場合を主として指すものであり、担当職員に起因する事情は含まれない。
	□
	□
	□

	介護予防支援の提供に当たっての留意点
【基準第31条】
	利用者の支援において、単に運動機能や栄養状態、口腔機能といった特定の機能の改善だけを目指すのではなく、これらの機能の改善や環境の調整などを通じて、利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援することによって生活の質の向上を目指すよう支援しているか。
	□
	□
	□

	
	利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向上に対する意欲を高めるよう支援しているか。
	□
	□
	□

	
	具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を踏まえた目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者等とともに目標を共有しているか。
	□
	□
	□

	
	利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利用者のできる行為は可能な限り本人が行うよう配慮しているか。
	□
	□
	□

	
	サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携により、地域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて、介護予防に資する取り組みを積極的に活用しているか。
	□
	□
	□

	
	地域支援事業及び介護給付と連続性及び一貫性を持った支援を行うよう配慮しているか。
	□
	□
	□

	
	介護予防サービス計画の策定にあたっては、利用者の個別性を重視した効果的なものとなっているか。
	□
	□
	□

	
	機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めているか。
	□
	□
	□


Ⅲ（介護給付費に関する基準）
	項　　目
	内　　　容
	適
	不適
	該当なし

	介護予防支援費
	指定介護予防支援に要する費用の額は、介護給付費単位数表により定める単位に、地域区分ごとに定める単価を乗じて算定しているか。
※費用の額に１円未満の端数があるときは、端数を切り捨てること。
介護予防支援費（Ⅰ）（地域包括支援センターが行う場合）
【単位数】　442単位
介護予防支援費（Ⅱ）（指定居宅介護支援事業者が行う場合）
【単位数】　472単位
	□
	□
	□

	サービス種類相互の算定関係
	　利用者が月を通じて介護予防特定施設入所者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用介護予防居宅介護費を算定する場合を除く。）若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護（介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く。）を受けている場合は、当該月については、介護予防支援費を算定していないか。
	□
	□
	□

	高齢者虐待防止措置
未実施減算
	事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定介護予防支援等基準第26条の２に規定する措置（委員会の開催、指針の整備、研修の実施及び担当者の配置等）を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算しているか。
	□
	□
	□

	業務継続計画
未策定減算
	指定介護予防支援等基準第18条の２第１項に規定する基準（感染症及び非常災害に係る業務継続計画を策定すること）を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数の100分の１に相当する単位数を減算しているか。
※令和７年３月31日までは、経過措置
	□
	□
	□

	初回加算
	　事業所において、新規に介護予防サービス計画を作成する利用者に対し介護予防支援を行った場合について、1月につき所定単位数を算定しているか。　　　　　　　　　【単位数】　300単位
	□
	□
	□

	委託連携加算
	【地域包括支援センターに限る】
利用者の介護予防支援を居宅介護支援事業所に委託する際、当該利用者に係る必要な情報を当該居宅介護支援事業所に提供し、介護予防サービス計画の作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の属する月に限り、利用者１人につき１回を限度として所定単位数を算定しているか。　　　　　　　　　　　　【単位数】　300単位
	□
	□
	□
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